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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第３四半期連結
累計期間

第51期
第３四半期連結
累計期間

第50期

会計期間

自2018年
１月１日
至2018年
９月30日

自2019年
１月１日
至2019年
９月30日

自2018年
１月１日
至2018年
12月31日

売上高 （千円） 8,432,534 8,104,891 11,328,766

経常利益 （千円） 1,763,706 1,395,780 2,236,743

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,429,779 1,006,932 1,778,214

四半期包括利益または包括利益 （千円） 1,244,941 804,006 1,307,462

純資産額 （千円） 15,368,984 15,481,449 15,166,369

総資産額 （千円） 19,241,194 19,375,734 18,601,471

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 74.58 53.07 92.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 79.9 79.9 81.5

 

回次
第50期

第３四半期連結
会計期間

第51期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自2018年
７月１日
至2018年
９月30日

自2019年
７月１日
至2019年
９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 28.19 28.97

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４ １株当たり四半期純利益の算定において、「取締役向け株式交付信託口」及び「執行役員向け株式交付信託

口」が所有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数は当該株式を控除対象の

自己株式に含めて算出しております。

５ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

メック株式会社(E01054)

四半期報告書

 3/21



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値

で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1）経営成績の状況

 当第３四半期連結累計期間（2019年１月１日～2019年９月30日）における世界経済は、米国では外需の減速感が

強まる中でも良好な雇用・金融環境を背景に個人消費は堅調に推移し景気を牽引しました。欧州は底堅い個人消費

が景気を下支えしました。中国では米国による関税引き上げによって外需が低迷、内需も伸び悩みが続き、７月～

９月の実質GDP成長率は一段と低下しました。わが国経済は、外需は中国向けを中心とした輸出の低迷を背景に、

製造業の生産活動が伸び悩む等弱さが残りました。一方、内需は良好な雇用情勢と賃金上昇により、個人消費は緩

やかな回復が持続、また、設備投資も増加基調にあり底堅く推移しました。しかしながら、米国政権の通商政策や

海外経済の不確実性、世界的な地政学リスクの高まり、為替の動向等から景気の先行きの懸念は継続しておりま

す。

 エレクトロニクス業界は、中国を中心とした普及一巡や米中貿易摩擦等を背景に、スマートフォン販売が低調に

推移し、電装化が進む自動車の販売も世界的に不振でした。当社グループの関係市場である電子基板・部品業界

は、主要用途のスマートフォンや自動車等の市況を受け低迷状態にありました。

 電子基板業界は厳しい状態にあるものの、高密度化や技術革新は進んでおります。また、IoT関連市場は引き続

き高い成長が見込まれ、第４世代（４Ｇ）から高速大容量の第５世代（５Ｇ）への切り替えに注目が集まる移動通

信システムは商用化に向け取り組みが活発化しており、特に高性能パッケージ基板向けの生産体制強化に向けた設

備投資も進展しております。また、自動車の自動運転技術の開発も着実に進んでおります。

 このような環境のもと、当社グループは高密度電子基板向け製品の開発、販売に注力いたしました。エッチング

法で高密度配線パターンを実現する「EXEシリーズ」は薄型テレビを中心とするディスプレイ向けに高いシェアを

獲得していますが、スマートフォン向けにも広がっており堅調に推移しました。一方、多層電子基板向け「BOシ

リーズ」は低調、パッケージ基板向けに高いシェアを持つ超粗化剤「CZシリーズ」、ディスプレイ向け「SFシリー

ズ」の販売は、ほぼ横ばいで推移しました。

 その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は81億４百万円（前年同期比３億27百万円、3.9％減）となりま

した。薬品の出荷数量は前年同期比で3.6％減少しました。営業利益は13億66百万円（前年同期比３億81百万円、

21.8％減）となりました。売上高営業利益率は16.9％となり、前年同期の20.7％と比較し3.8ポイント減少しまし

た。経常利益は13億95百万円（前年同期比３億67百万円、20.9％減）となりました。税金等調整前四半期純利益は

13億88百万円（前年同期比４億72百万円、25.4％減）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は10億６百万円

（前年同期比４億22百万円、29.6％減）となりました。

 売上高の内訳は、薬品売上高は79億42百万円（前年同期比３億41百万円、4.1％減）、資材売上高は88百万円

（前年同期比２百万円、2.4％増）、機械売上高は59百万円（前年同期比21百万円、57.7％増）、その他売上高は

13百万円（前年同期比９百万円、42.1％減）となりました。

 海外売上高比率は55.3％となり、前年同期に比べ0.6ポイント増加しました。
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セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

 

日本

 日本では、スマートフォンや車載、仮想通貨の減速により関連する製品の売上げが減少し、当第３四半期連

結累計期間の売上高は37億40百万円（前年同期比5.5％減）、セグメント利益は７億81百万円（前年同期比

40.2％減）となりました。

台湾

 台湾では、スマートフォンや仮想通貨の減速により関連する製品の売上が減少し、当第３四半期連結累計期

間の売上高は15億80百万円（前年同期比3.0％減）、セグメント利益は２億59百万円（前年同期比80.8％増）

となりました。

香港(香港、珠海)

 香港、珠海では、スマートフォンや車載基板の減速により関連する製品の売上が減少し、当第３四半期連結

累計期間の売上高は７億44百万円（前年同期比1.0％減）、セグメント利益は１億29百万円（前年同期比2.8％

減）となりました。

中国(蘇州)

 蘇州では、スマートフォン減速の影響を大きく受け関連する製品の売上が減少し、当第３四半期連結累計期

間の売上高は15億37百万円（前年同期比3.3％減）、セグメント利益は１億24百万円（前年同期比35.0％減）

となりました。

欧州

 欧州では、一般産業向け基板や車載基板の減速により関連する製品の売上が減少し、当第３四半期連結累計

期間の売上高は５億２百万円（前年同期比0.6％減）、セグメント利益は80百万円（前年同期比12.4％減）と

なりました。

タイ

 2017年５月29日にタイ王国において、子会社を設立いたしました。稼働に向けて準備段階であったことか

ら、当第３四半期連結累計期間の売上への貢献はなく、セグメント損失は84百万円となりました。

 なお、2019年７月に完成し、９月から試作生産を開始しております。
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(2）財政状態の分析

 資産は、前連結会計年度に比べ７億74百万円増加し、193億75百万円となりました。

これは、売上債権や仕掛品の減少、タイ王国子会社に係る有形固定資産、危険物製造棟や旧研究棟工事に係る建設

仮勘定が増加したこと等によります。

 負債は、前連結会計年度に比べ４億59百万円増加し、38億94百万円となりました。

これは、長期借入金の減少、危険物製造棟や旧研究棟工事に係る設備関係支払手形が増加したこと等によります。

 純資産は、前連結会計年度に比べ３億15百万円増加し、154億81百万円となりました。

これは、円高による為替換算調整勘定の減少、利益剰余金が増加したこと等によります。

以上の結果、自己資本比率は79.9％となりました。

 

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 会社の支配に関する基本方針

①　基本方針の考え方と内容

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する目的を持って当社株式を大量に取得するための株式買

付けが行われる場合は、これに対する諾否は、基本的には個々の株主の判断に基づいて行われるべきものと考え

ております。従って、経営支配権の移動による企業活動の活性化の意義または効果につきましても、何ら否定す

る立場にはありません。

　しかしながら、もっぱら高値での売り抜け等不当な目的を持った買収者により会社買収が行われるような場合

には、株主を始めとする各ステークホルダーの利益を守るため、企業価値の毀損の防止を図ることが当社取締役

会の責務であると認識しております。このため、株式の大量取得を目的とする買付けまたは買収提案に際して

は、買付者の事業計画の内容のほか、過去の投資行動等も考慮のうえ、その買付けまたは買収提案が当社の企業

価値および株主共同の利益に与える影響を十分検討し、取締役会としての判断結果を株主に開示する必要がある

ものと考えております。

　また、当社は当社株式の大量買付け等による具体的な脅威に備えての取組み（いわゆる「買収防衛策」）を予

め定めることは行っておりません。ただし、株主から負託を受けた取締役会の責務において、当社株式の売買取

引や株主異動の状況を注視し、株式の大量取得を企図する者が現れた場合には、社外専門家を交えて当該買収者

の買収提案および事業計画等の評価を行い、その買収提案または買付行為が当社の企業価値ならびに株主共同の

利益に反すると判断したときは、対抗措置の要否ならびにその具体的な内容を決定し、これを実施することがあ

ります。

②　取組みの具体的な内容

ⅰ　会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社では、上記基本方針の実現ならびに株主共同の利益に資するために次のような取組みを行っておりま

す。

（イ）中期経営計画の推進による企業価値の向上

ａ　世界主要市場における販売力の強化

ｂ　最先端基板から汎用基板用途までの製品ラインナップの充実・強化

ｃ　環境負荷低減によるビジネスチャンスの拡大

ｄ　金属と樹脂の接合技術の磨き上げによる新事業分野の開拓等

ｅ　連結ＲＯＥは、10％をベースに持続的改善を図る

（ロ）株主への積極的な利益還元、持続的成長のための中長期投資

ａ　連結配当性向30％を中期的目標として利益を積極的に株主還元

ｂ　売上高の10％以上を研究開発費に先行投資

ｃ　世界各市場の需要に即応し、世界同一品質を実現する生産設備投資等

ⅱ　基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

　当社は、株式の大量取得を企図する者に対しては、大量取得行為の是非を株主の皆様が適切に判断するため

の必要かつ十分な情報の提供を求め、併せて当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間

の確保に努めるなど、金融商品取引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じ

てまいります。
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③　前号の取組みに関する取締役会の判断およびその理由

　前号の各取組みにつきましては、当社の企業価値および株主共同の利益を持続的に向上させるために実施し

ているものでありますので、当社取締役会として、いずれも次の各要件に該当するものと判断しております。

ⅰ　第１号の基本方針に沿うものであること

ⅱ　株主共同の利益を損なうものではないこと

ⅲ　当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

 

(4）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動は日本で行っており、その金額は、８億78百

万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において当社の研究開発活動に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年11月14日）

上場金融商品取引所名または 
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 20,071,093 20,071,093 東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 20,071,093 20,071,093 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式
総数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2019年７月１日～

2019年９月30日
― 20,071,093 ― 594,142 ― 446,358

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年6月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 2019年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　895,500 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,169,800 191,698 ―

単元未満株式 普通株式　　　5,793 ― ―

発行済株式総数 20,071,093 ― ―

総株主の議決権 ― 191,698 ―

（注）１.「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権９個）含ま

れております。

　　　２.「完全議決権株式（その他）」には、取締役向け株式報酬制度および執行役員向け株式報酬制度の信託財産

として、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式197,600株（議決権

1,975個）が含まれております。

②【自己株式等】

2019年９月30日現在
 

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

メック株式会社
兵庫県尼崎市杭瀬南新町

三丁目４番１号
895,500 ― 895,500 4.46

計 ― 895,500 ― 895,500 4.46

（注）上記のほか、取締役向け株式報酬制度および執行役員向け株式報酬制度の信託財産として、197,600株を日本ト

ラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）へ拠出しており、連結財務諸表上、自己株式として処理してお

ります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）および第３四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,388,263 4,639,808

受取手形及び売掛金 3,569,104 3,195,579

電子記録債権 7,681 218,176

商品及び製品 404,729 359,082

仕掛品 234,523 117,513

原材料及び貯蔵品 473,357 407,208

その他 83,390 156,168

貸倒引当金 △12,790 △12,861

流動資産合計 9,148,261 9,080,675

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,376,133 6,860,642

減価償却累計額 △2,403,329 △2,488,296

建物及び構築物（純額） 3,972,804 4,372,346

機械装置及び運搬具 2,425,927 2,653,235

減価償却累計額 △1,645,168 △1,769,574

機械装置及び運搬具（純額） 780,759 883,661

工具、器具及び備品 1,206,844 1,223,871

減価償却累計額 △766,187 △833,607

工具、器具及び備品（純額） 440,656 390,264

土地 2,924,091 2,904,789

使用権資産 － 77,117

減価償却累計額 － △25,081

使用権資産（純額） － 52,035

建設仮勘定 159,800 402,253

有形固定資産合計 8,278,111 9,005,350

無形固定資産 154,002 127,617

投資その他の資産   

投資有価証券 393,309 488,811

退職給付に係る資産 538,059 551,599

繰延税金資産 26,716 25,475

その他 63,090 96,205

貸倒引当金 △79 －

投資その他の資産合計 1,021,095 1,162,090

固定資産合計 9,453,209 10,295,059

資産合計 18,601,471 19,375,734
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,067,221 964,103

短期借入金 － 400,000

1年内返済予定の長期借入金 500,000 500,000

未払金 389,569 374,222

未払費用 134,669 96,296

未払法人税等 226,390 107,473

賞与引当金 324,452 370,920

役員賞与引当金 36,453 21,938

設備関係未払金 119,473 240,872

その他 149,315 531,569

流動負債合計 2,947,545 3,607,396

固定負債   

長期借入金 250,000 －

繰延税金負債 79,042 129,677

退職給付に係る負債 53,751 44,098

株式報酬引当金 78,912 75,126

その他 25,850 37,986

固定負債合計 487,556 286,889

負債合計 3,435,102 3,894,285

純資産の部   

株主資本   

資本金 594,142 594,142

資本剰余金 541,273 541,273

利益剰余金 14,748,508 15,256,877

自己株式 △1,185,432 △1,175,796

株主資本合計 14,698,491 15,216,496

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 62,077 123,774

為替換算調整勘定 328,101 75,483

退職給付に係る調整累計額 77,699 65,694

その他の包括利益累計額合計 467,878 264,952

純資産合計 15,166,369 15,481,449

負債純資産合計 18,601,471 19,375,734
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 8,432,534 8,104,891

売上原価 3,019,512 3,092,686

売上総利益 5,413,021 5,012,205

販売費及び一般管理費 3,665,253 3,646,158

営業利益 1,747,767 1,366,046

営業外収益   

受取利息 14,350 13,847

受取配当金 7,507 6,805

試作品等売却収入 23,201 25,277

受取保険金 － 31,827

その他 23,656 14,371

営業外収益合計 68,715 92,128

営業外費用   

支払利息 1,696 2,238

売上割引 3,739 3,439

為替差損 42,680 55,443

その他 4,659 1,273

営業外費用合計 52,776 62,395

経常利益 1,763,706 1,395,780

特別利益   

固定資産売却益 4,247 2,255

補助金収入 95,212 8,804

特別利益合計 99,460 11,059

特別損失   

固定資産売却損 － 32

固定資産除却損 2,867 18,802

特別損失合計 2,867 18,835

税金等調整前四半期純利益 1,860,299 1,388,004

法人税等 430,519 381,072

四半期純利益 1,429,779 1,006,932

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,429,779 1,006,932
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

四半期純利益 1,429,779 1,006,932

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △29,688 61,697

為替換算調整勘定 △131,934 △252,618

退職給付に係る調整額 △23,215 △12,004

その他の包括利益合計 △184,838 △202,925

四半期包括利益 1,244,941 804,006

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,244,941 804,006

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

 

EDINET提出書類

メック株式会社(E01054)

四半期報告書

15/21



【注記事項】

（会計方針の変更）

 国際財務報告基準（IFRS）を適用している在外連結子会社において、第１四半期連結会計期間の期首から

IFRS第16号（リース）を適用しております。

当該会計基準の適用に伴い、当第３四半期連結貸借対照表において使用権資産が52,035千円、流動負債のその

他が24,348千円、固定負債のその他が11,704千円それぞれ増加しております。

なお、当第３四半期連結損益計算書に及ぼす影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税

金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。

 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年９月30日）

減価償却費 454,304千円 507,416千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2018年１月１日 至2018年９月30日）

 

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年２月20日

取締役会
普通株式 231,686 12 2017年12月31日 2018年３月２日 利益剰余金

2018年８月９日

取締役会
普通株式 231,685 12 2018年６月30日 2018年９月４日 利益剰余金

 （注）１．2018年２月20日取締役会の決議による配当金の総額には、「取締役向け株式交付信託口」および「執行役員

向け株式交付信託口」が所有する当社株式に対する配当1,634千円が含まれております。

２．2018年８月９日取締役会の決議による配当金の総額には、「取締役向け株式交付信託口」および「執行役員

向け株式交付信託口」が所有する当社株式に対する配当1,634千円が含まれております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2019年１月１日 至2019年９月30日）

 

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年２月13日

取締役会
普通株式 268,457 14 2018年12月31日 2019年３月１日 利益剰余金

2019年８月９日

取締役会
普通株式 230,105 12 2019年６月30日 2019年９月３日 利益剰余金

 （注）１．2019年２月13日取締役会の決議による配当金の総額には、「取締役向け株式交付信託口」および「執行役員

向け株式交付信託口」が所有する当社株式に対する配当2,865千円が含まれております。

２．2019年８月９日取締役会の決議による配当金の総額には、「取締役向け株式交付信託口」および「執行役員

向け株式交付信託口」が所有する当社株式に対する配当2,372千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2018年１月１日 至2018年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 日本 台湾 香港 中国 タイ 欧州

売上高        

外部顧客への売上高 3,956,719 1,628,484 751,948 1,589,744 － 505,637 8,432,534

セグメント間の内部
売上高または振替高

2,005,219 － 7,427 5,462 － 133,050 2,151,159

計 5,961,938 1,628,484 759,375 1,595,207 － 638,687 10,583,693

セグメント利益又は損

失(△)
1,306,742 143,524 133,650 190,697 △22,525 91,786 1,843,876

 

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,843,876

セグメント間取引消去 △96,109

四半期連結損益計算書の営業利益 1,747,767

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2019年１月１日 至2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 日本 台湾 香港 中国 タイ 欧州

売上高        

外部顧客への売上高 3,740,196 1,580,143 744,587 1,537,255 － 502,708 8,104,891

セグメント間の内部
売上高または振替高

1,522,632 － 1,010 506 － 39,597 1,563,747

計 5,262,829 1,580,143 745,597 1,537,761 － 542,306 9,668,639

セグメント利益又は損

失(△)
781,328 259,498 129,878 124,030 △84,676 80,425 1,290,484

 

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,290,484

セグメント間取引消去 75,561

四半期連結損益計算書の営業利益 1,366,046
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年９月30日）

１株当たり四半期純利益 74円58銭 53円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
1,429,779 1,006,932

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
1,429,779 1,006,932

普通株式の期中平均株式数（株） 19,170,977 18,974,519

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．純資産の部において、自己株式として計上されている「取締役向け株式交付信託口」および「執行役員向け

株式交付信託口」に残存する当社株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。

なお、１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第３四半期連結累

計期間149,875株、当第３四半期連結累計期間は200,992株であります。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

   2019年８月９日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

 （イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・230,105千円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・12円00銭

 （ハ）支払い請求の効力発生日および支払開始日・・・・・・・2019年９月３日

（注）2019年６月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月６日

メック株式会社
 

  取 締 役 会   御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  伊 東  昌 一 ㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  矢 倉  幸 裕 ㊞  

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているメック株式会社

の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019年９月30

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、メック株式会社及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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